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障害福祉サービス等報酬改定に関する要望【要約版】 

 

１ 計画相談支援の報酬単価について 

   障害児者の計画相談支援は、専門性を持った経験者の配置が必要です。 
基本報酬を引き上げるとともに複雑かつ長時間を要する事例には加算して下さい。 

     
２ 障害児者通所支援事業（主として重症心身障害児者を対象）の報酬単価について  

（1）定員 6人以上の場合には、報酬単価が急激に低減されています。 

定員 6 人～20 人以下の場合であっても、職員の配置等の実態から見てスケ

ールメリットはないので、生活介護の報酬単価と同等程度にしていただきたい。 
(2）欠席者が一定割合を超える場合の対応措置 

重症心身障害児者は、当日の体調で欠席となる場合が多い。 
欠席率を勘案したサービス報酬を設定いただきたい。 
（出席率 80％を下回る場合には、欠席率を勘案したサービス報酬） 

（3）送迎加算の改善 

重症心身障害児の場合は、送迎費は基本報酬の中で評価するとされています

が、送迎車両には看護師等の添乗員を複数配置する場合が多いので、送迎費の

加算制度を設けていただきたい。 
 
３ 緊急短期入所確保加算（空床保障）の充実 

24 年改定で緊急短期入所確保加算が創設されたことは高く評価しておりますが、 
確保加算の単価が低いため円滑に機能するに至ってないのが現状です。 
緊急短期入所確保加算費の増額をお願します。 

 
４ 強度行動障害者に療養介護の適用を明確化されたい 

    強度行動障害者で、24 年制度改正時に旧法の重症心身障害児施設又は指定医療

機関に入所・入院していた者は経過措置により療養介護（重症児病棟）の利用が認

められていますが、新規に障害支援区分の判定を受けた者は、療養介護の対象にな

りません。  
療養介護の対象として位置付けていただきたい。   


